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 州別にサンプルの SWB 平均値をとり、さらに 2005-2011 でその平均をとり米国での
SWB の地域分布としてマッピングしたところ、日本での結果と異なり SWB の高い地域は
ニューヨークやロサンゼルスといった大都市を含む州と必ずしも対応していなかった。次
に、応答変数を県別の SWB平均値、予測変数をNTEE-codeという分類システムのすべて
の活動ドメインにおけるパブリック・チャリティ（ X-Religion-Related と Y-
Mutual&Membership Benefitを除く）の人口 10万人当たり数、統制変数を地域特性とし
た重回帰分析を行ったところ、失業率、若年者率、そして高齢者率は平均的に正、パブリッ
ク・チャリティ数と犯罪率は負の回帰係数を推定したがベイズ信頼区間に反対の符号の区
間を含むため明確な関連を結論付けることはできなかった。最後に、応答変数を個人のSWB
レベルとしたマルチレベル順序ロジットモデルにより、失業の回帰係数に対する地域変数
の影響度を調べた。平均的に、雇用の活動ドメインに当てはまるパブリック・チャリティの
人口 10万人当たり数と犯罪率と高齢者率は正、失業率と若年者率は若干負の効果があるが
ベイズ信頼区間が反対の符号の区間を含むため、効果があると明確に結論付けられなかっ
た。 
【結論】 
 他国での既存研究において失業は SWBに対して負の効果を持っており、適応も遅いこと
が知られている。米国の結果はこの知見と一貫していたが、日本では失業の SWB への効果
は決定的ではない。日本での結果に鑑みると米国では失業の SWBに対する負の効果は小さ
いものと予想された。既存研究によると失業は所得をコントロールしても負の効果がある
ことから、失業に伴う所得の減少というよりも心理的コストの増大によって SWB に悪影響
を与えるとされる。また、労働に関する社会規範の強い地域ではそうでない地域よりも失業
者の SWBは低い傾向があることを報告した研究がある。これは社会規範の程度が失業者の
心理的コストを増大させるような人間関係に基づくインフォーマルな制裁の程度と関連す
ることを示唆している。さらに、文化心理学の知見はアメリカ人が自己と他者を切り分ける
独立的自己観に基づいており、それに対し日本人は自己と他者の相互関係を重んじる相互
依存的自己観に基づいていることを伝えている。したがって、他者と自己を切り離すアメリ
カ人のほうが他者との相互依存に影響される日本人よりも失業時の心理的コストが少ない
と予想した。しかし、分析結果はこの推論と異なっている。その理由としては独立的自己観
を有する多くのアメリカ人にとって仕事を持っているということが独立性の源泉であり、
失業は個人の独立性を奪うという観点からやはり重大な状況として認識されているのだろ
う。 
 逆に日本では失業者ではなく非正規労働者の SWBが低いという結果が出た。これまで日
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本では非正規労働についての規制緩和により急激に非正規労働者が増えてきた。非正規労
働者は正規労働者よりも賃金が安い、技能の習得機会が乏しいなど不利な点がある。非正規
労働者が正規労働者になりたいという意思を持つとき、そのような状況下で相対的剥奪感
が生まれていることがこの低い SWBの一因かもしれない。また、米国と異なり日本の失業
者は失業への適応が弱いという結果は出なかった。しかし、この結果は肯定的に受け止めら
れるものなのだろうか？もし、失業者のうち仕事に就く意欲そのものを喪失している人が
いるとしたら、（そのために、SWBが悪化しないとすると）それに適したサポートが必要と
されていることをこの結果は示唆している可能性がある。また、失業者だけでなく非正規労
働者に対する技能向上や正規雇用を増やすための起業支援サポートなども検討する必要が
あるかもしれない。 
 所得については、米国ではあまり差がなかったが、日本では年間世帯所得 1400万円まで
は所得の増加とともに SWBが上昇する。このことから低中所得層の所得増加につながる政
策は日本において SWBを増加させるという観点で有効なようである。また教育面では、米
国は教育レベルによる SWBの格差が小さいのに対し、日本では大きい。日本社会でいまだ
に支配的な学歴偏重主義や社会経済的安定を求めて大企業・官公庁に志望者が殺到する就
職活動の状況などはその象徴と言えるかもしれない。健康不安の程度は日米ともに幸福感
を左右する重要な要因と言える。婚姻関係については日本では独身者と比べ結婚者・離婚者
は幸福感が高い。日本において離婚は望ましくない関係を終わらせるという意味で少なく
とも離婚者にとって肯定的にとらえられているようだ。この結果は日本において晩婚化が
進行していることから結婚するカップルにミスマッチが生じやすくなっていることを示唆
しているのかもしれない。子供の有無は日本ではアメリカと異なりそれほど SWB と関連し
ていない。女性の社会進出が進んでいることも踏まえれば、仕事と子供が生まれたことによ
って増大する家事負担の両立について制度面の整備が働き手のニーズに追い付いていない
などほかの問題も絡んでいる可能性があるだろう。これらの点は市民の SWBを向上させる
観点からNPOのような事業体により深く関与する余地があると考えられる。 
 地域レベルの予測変数として投入した特定非営利活動法人の人口 10万人当たり数は地域
を代表する SWB（各県の母集団平均推定値）と明確な正の関連があった。パブリック・チ
ャリティに同様の関連は認められなかった。また、失業ダミーの回帰係数に対しても特定非
営利活動法人またはパブリック・チャリティの人口 10万人当たり数は明確な関連を示して
いないことからパブリック・チャリティが増えても現状では市民の SWB向上に寄与できて
いないこと、また日米とも雇用や職業訓練を活動ドメインとする特定非営利活動法人とパ
ブリック・チャリティが増えても失業者の SWB向上に寄与できていないようである。この
ことは、従来の NPO研究が置いてきた NPOの数が増えれば社会の状況が改善されるとい
う見込みが現実と必ずしも適合しておらず、これからの研究では市民ニーズがどれくらい
満たされているのかという観点から NPO に対する評価の視点を見直すことが必要である
ことを示唆している。 
